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年度

実施スケジュール
項目 24年度以前 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度以降

向こう5年間の直接事業費の推移
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 5年間の実績

6859人 667844527200
25年度実績9月末の実績25年度予定

事業活動の実績（活動指標）
24年度実績単位項目

受給者数（延べ人数）

評価対象外事業
児童扶養手当給付事業事務事業名

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
福祉施策の向上と充実

公共建設事業一般事務平成25年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

子育て支援課

児童扶養手当法
根拠法令等

【開始年度】 平成 【開始年度】実施期間

山下 佳宏
所管課情報 担当課： 552

所属長： 担当責任者：記入者情報
事業の性格

電話番号（内線）：

法定事務

事業の対象 父母の離婚などにより、父・母親と生計を同じくしていない児童を養育している母子・父子家庭等

市野 孝敏

本年度も不正受給者の通報時には、各種情報収集に努め、適正な事業実施を行う。

父母の離婚などにより、父・母親と生計を同じくしていない児童を養育している母子・父子家庭等の生活の安
定と自立を助け、児童の福祉の増進を図る。

事業の目的

対象者に対し、次のとおり支給する。【支給額】１全部支給　①１人：月額41,430円〜41,140円　②２人：月額
46,430円〜46,140円　③３人以上：３人目から児童１人増すごとに3,000円加算 ２一部支給　①１人：月額
41,420円〜9,710円　②２人：月額46,420円〜14,710円　③３人以上：３人目から児童１人増すごとに3,000円加
算【支給時期】４か月分を年３回支給

事業の内容

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
25年度決算9月末の執行状況25年度予算24年度決算

事業費
172,631
2,799
0

174,295
2,847

177,142 114,528
1,423

113,105 168,400
2,847

171,247

人件費
内訳

財源内訳

項　　　目
直接事業費
人件費
合計
人工数
人件費単価
補助事業人件費
人件費
国庫支出金
県支出金
地方債
その他
一般財源

57,779
0
0
0

119,363

0.35
7,999
0

2,799
57,103

0
0
0

118,327 115,421

0.35
8,135
0

2,847
55,826

0
0

0
83,306

0
0
0

31,222
1,423
0

8,135
0.180.35

8,135
0

2,847
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二次評価

二次評価
（所属部長）

課題認識

　不正受給者等の通報件数が増加傾向にあるため現況調査を強化して適正な支給を実施する必要があ
る。

以下の点について外部評価が必要と判断し、行政評価委員会に諮る。

意見、課題
 評価委員会抽出事業

コスト効率 4
受益者負担の適正 3

B

課題認識

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 5

効率性
手段の最適性 4

妥当性

有効性

効率性

自己評価
（担当責任者）

B

B

B
手段の最適性 4

コスト効率 4

成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

市の関与の妥当性 4
事業の効果 4

受給者については、毎年現況届により事実確認を実施しているが、不正受給等の通報件数が増加傾向
にあるため、引き続き、関係法令に基づき現況調査を強化して適正な支給を実施する。

自己評価
4目的の妥当性

市民ニーズへの対応 4

成果指標

指標設定の
考え方

本事業は、対象者への支給事業であることから利用者の数を指標とする。

目　　標
実　　績

区分年度 24年度 25年度 26年度 目標27年度
7200720072007116

受益者負担の適正 3

0066786859

成果指標
受給対象者数
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行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）

・現状把握に沿った目標を示して遂行することが大事である。・成果指標として、対象者の完全な掌握の
パーセント、不正受給者の処理した件数を捉えた成果、受給を辞退した人あるいは世帯が増加している
かどうか、これら３つのうちどれかを捉えても良いのではないか。・成果指標は利用者数ではなく、不正受
給者数の減少とした方が良いのではないか。・不正受給者が２０人程度というのは極めて少ないと思う。・
成果指標を不正受給者数とかそのパーセンテージとするのも一つである。もっと根本的に現況届けと通報
以外に正確に事態をフォローできる方法を新たに模索するべき、あるいはそういう観点を持ち続けておくこ
とが必要である。

経営者会議の最終判断

事業の方向性

意見、課題

現状のまま継続する。


